
（単位：　千円　）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券 -
出資金 94,946
その他 -

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金 -

-

純資産合計 18,905,786

資産合計 負債及び純資産合計 23,265,862

1,202,217
604,964

-

23,265,862

968,542
3,192

10,520
1,807,181

469,106
50,000

2,789,435
▲ 197

-

75,100
469,106

-

690,318
94,946

1,363

1,210
1,210

-

175,389
541,815

▲ 293,752

▲ 14,128,096
-
-

68,232
▲ 51,174

23,817,298

26,535 22,294,127
10,205,604 ▲ 3,388,341

323,955

- -
- 負債合計 4,360,076
-

- -
- 47,425
- 22,902

▲ 1,024,178 -
- -
- -

8,736,382 -
▲ 4,245,143 476,761

1,579,652 406,434

9,331,232 -
2,084,902 687,628
2,173,082 -

20,476,427 3,883,315
19,784,899 3,195,687

【様式第１号】

貸借対照表
（令和2年03月31日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：　千円　）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他 -

純行政コスト

363

363

▲ 4,172,298

23,104

11,014

12,090

-

-

-

1,015,088

132,703

858,392

84,896

24,169

15,610

67

8,492

1,459,259

690,275

379,697

382,473

6,814

167,607

82,711

▲ 4,149,557

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　平成31年04月01日
至　令和02年03月31日

科目 金額

3,252

4,317,164

2,857,905

824,301

536,930

47,425

8,865

231,081

2,009,435



(単位：　千円　）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 22,547,151 ▲ 3,449,272

純行政コスト（△） ▲ 4,172,298

財源 3,980,580

税収等 3,346,257

国県等補助金 634,323

本年度差額 ▲ 191,718

固定資産等の変動（内部変動） ▲ 252,648 252,648

有形固定資産等の増加 642,409 ▲ 642,409

有形固定資産等の減少 ▲ 870,482 870,482

貸付金・基金等の増加 26,677 ▲ 26,677

貸付金・基金等の減少 ▲ 51,251 51,251

資産評価差額 -

無償所管換等 ▲ 376

その他 - -

本年度純資産変動額 ▲ 253,024 60,930

本年度末純資産残高 22,294,127 ▲ 3,388,341

▲ 376

-

▲ 192,094

18,905,786

-

▲ 191,718

【様式第３号】

純資産変動計算書
自　　平成31年04月01日

至　　令和02年03月31日

科目 合計

19,097,880

▲ 4,172,298

3,980,580

3,346,257

634,323



（単位：　千円　）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

前年度末資金残高 881,357
本年度末資金残高 918,627

351,938
-

308,664
308,664

-

本年度資金収支額 37,270
▲ 43,274

351,938

12,037
-

14,700
-

213,932
202,949

2,000
8,620

363
-

▲ 416,403

382,473

603,598

3,945,713
3,346,376

431,374
82,858
85,105
11,014
11,014

-
-

630,335

496,947

15,610
2,439

1,459,258
690,275
379,697

107,259
▲ 57,344

49,916
968,542

【様式第４号】

資金収支計算書
自　　平成31年04月01日

至　　令和02年03月31日

科目 金額

6,813

3,437,752

1,978,494
806,710

1,153,735
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6
,6

0
2
,0

0
0

0
.0

%

長
野

県
林

業
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

協
会

5
0

1
,3

7
0
,0

2
7

2
2
1
,2

5
5

1
,1

4
8
,7

7
2

6
,2

0
0

0
.8

%

長
野

県
信

用
保

証
協

会
8
4
6

5
0
8
,3

2
4
,3

9
8

4
6
3
,5

4
9
,4

7
0

4
4
,7

7
4
,9

2
8

7
,2

1
5
,5

3
8

0
.0

%

南
信

州
・
飯

田
産

業
セ

ン
タ

ー
1
3
1

9
0
4
,2

3
6

1
7
2
,7

7
1

7
3
1
,4

6
5

8
8
,2

0
4

0
.1

%

長
野

県
テ

ク
ノ

財
団

4
,0

3
0

5
,8

4
6
,5

5
9

2
9
3
,0

9
7

5
,5

5
3
,4

6
2

5
,4

0
2
,1

5
9

0
.1

%

株
式

会
社

豊
か

な
丘

1
0
,5

0
0

7
6
,5

9
1

2
4
,8

6
5

5
1
,7

2
6

3
0
,6

9
0

3
4
.2

%

合
計

9
4
,9

4
6

2
5
,1

2
5
,6

6
5
,6

2
4

2
4
,7

3
5
,2

6
2
,6

5
6

3
9
0
,4

0
2
,9

6
8

3
9
,1

8
7
,7

6
0



④
基

金
の

明
細

（単
位

：　
千

円
　

）

財
政

調
整

基
金

1
,2

0
2
,2

1
7

1
,2

0
2
,2

1
7

減
債

基
金

6
0
4
,9

6
4

6
0
4
,9

6
4

(流
動

資
産

)合
計

1,
80

7,
18

1
1
,8

0
7
,1

8
1

土
地

開
発

基
金

28
0,

37
8

2
8
0
,3

7
8

公
民

館
図

書
充

実
基

金
3,

00
0

3
,0

0
0

ス
ポ

ー
ツ

振
興

基
金

21
,4

57
2
1
,4

5
7

ふ
る

さ
と

創
生

基
金

1
6
1
,9

2
3

1
6
1
,9

2
3

企
業

版
ダ

ー
チ

ャ
事

業
推

進
基

金
0

0

森
林

環
境

整
備

基
金

2,
34

8
2
,3

4
8

(固
定

資
産

)合
計

46
9,

10
6

4
6
9
,1

0
6

(参
考

)財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額
種

類
現

金
預

金
有

価
証

券
土

地
そ

の
他

合
計

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)



⑤
貸

付
金

の
明

細
（
単

位
：
　

千
円

　
）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

　
奨

学
生

貸
与

金
7
5
,1

0
0

1
0
,5

2
0

8
5
,6

2
0

合
計

7
5
,1

0
0

1
0
,5

2
0

8
5
,6

2
0

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
長

期
貸

付
金

短
期

貸
付

金
（
参

考
）

貸
付

金
計



⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（
単

位
：
　

千
円

　
）

⑦
未

収
金

の
明

細
（
単

位
：
　

千
円

　
）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額
相

手
先

名
ま

た
は

種
別

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

【
貸

付
金

】
【
貸

付
金

】

そ
の

他
の

貸
付

金
そ

の
他

の
貸

付
金

　
　

奨
学

生
貸

与
金

0
0

　
　

奨
学

生
貸

与
金

0
0

小
計

小
計

【
未

収
金

】
【
未

収
金

】

税
等

未
収

金
(滞

納
繰

越
分

)
1
,3

6
3

1
9
7

税
等

未
収

金
2
,6

7
8

0

　
　

村
民

税
個

人
5
6
3

1
9
7

　
　

村
民

税
個

人
1
,8

6
3

　
　

村
民

税
法

人
0

　
　

村
民

税
法

人
1
3
0

　
　

固
定

資
産

税
7
1
5

　
　

固
定

資
産

税
5
2
4

　
　

軽
自

動
車

税
8
5

　
　

軽
自

動
車

税
1
6
1

そ
の

他
の

未
収

金
(滞

納
繰

越
分

)
0

0
そ

の
他

の
未

収
金

5
1
4

0

　
　

有
線

使
用

料
　

　
有

線
使

用
料

1
2
2

　
　

保
育

料
　

　
保

育
料

3
0

　
　

村
営

住
宅

使
用

料
　

　
村

営
住

宅
使

用
料

3
6
2

　
  
そ

の
他

　
  
そ

の
他

小
計

1
,3

6
3

1
9
7

小
計

3
,1

9
2

0

合
計

1
,3

6
3

1
9
7

合
計

3
,1

9
2

0



（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
　

）

う
ち

1
年

内
償

還
予

定
う

ち
共

同
発

行
債

う
ち

住
民

公
募

債

【
通

常
分

】
1
,8

4
1
,6

0
6

2
4
8
,0

0
1

1
,3

2
7
,6

2
5

3
6
1
,0

5
4

3
9
,2

7
9

1
1
3
,6

4
8

0
0

0
0

　
　

一
般

公
共

事
業

4
6
8
,0

9
5

3
4
,9

0
2

3
8
8
,2

0
8

7
9
,3

1
4

5
7
3

　
　

公
営

住
宅

建
設

0

　
　

災
害

復
旧

5
2
,7

7
7

9
,7

7
2

5
2
,7

7
7

　
　

教
育

・
福

祉
施

設
6
7
0
,6

8
6

7
6
,8

4
0

5
7
1
,1

4
7

2
9
,5

3
7

7
0
,0

0
2

　
　

一
般

単
独

事
業

4
1
,2

5
4

9
,9

9
2

1
,0

8
9

4
0
,1

6
5

　
　

そ
の

他
6
0
8
,7

9
4

1
1
6
,4

9
5

3
1
4
,4

0
4

2
4
1
,5

7
5

9
,1

6
9

4
3
,6

4
6

0
0

0
0

【
特

別
分

】
1
,7

6
0
,5

1
5

1
5
8
,2

8
9

1
,7

5
0
,7

1
5

0
0

9
,8

0
0

0
0

0
0

　
　

臨
時

財
政

対
策

債
1
,7

4
8
,9

0
9

1
5
5
,1

4
2

1
,7

3
9
,1

0
9

9
,8

0
0

　
　

減
税

補
て

ん
債

1
1
,6

0
6

3
,1

4
7

1
1
,6

0
6

　
　

退
職

手
当

債
0

0

　
　

そ
の

他
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

合
計

3
,6

0
2
,1

2
1

4
0
6
,2

9
0

3
,0

7
8
,3

4
0

3
6
1
,0

5
4

3
9
,2

7
9

1
2
3
,4

4
8

0
0

0
0

市
場

公
募

債
そ

の
他

種
類

地
方

債
残

高
政

府
資

金
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
市

中
銀

行
そ

の
他

の
金

融
機

関



②
地

方
債

（
利

率
別

）
の

明
細

（
単

位
：

千
円

）

3
,
6
0
2
,
1
2
1

3
,
1
9
5
,
4
2
9

3
9
9
,
3
7
1

7
,
3
2
1

0
.
8
6

③
地

方
債

（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

（
単

位
：

千
円

）

3
,
6
0
2
,
1
2
1

0
0

0
0

9
0
0

1
,
2
3
8
,
3
8
0

3
3
4
,
3
7
9

1
,
7
6
1
,
6
0
4

2
6
6
,
8
5
8

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要
（

単
位

：
　

　
）

５
年

超
1
0
年

以
内

1
0
年

超
1
5
年

以
内

1
5
年

超
2
0
年

以
内

2
0
年

超

特
定

の
契

約
条

項
が

付
さ

れ
た

地
方

債
残

高
契

約
条

項
の

概
要

3
.
5
％

超
4
.
0
％

以
下

4
.
0
％

超
（

参
考

）
加

重
平

均
利

率

地
方

債
残

高
１

年
以

内
１

年
超

２
年

以
内

２
年

超
３

年
以

内
３

年
超

４
年

以
内

４
年

超
５

年
以

内

地
方

債
残

高
1
.
5
％

以
下

1
.
5
％

超
2
.
0
％

以
下

2
.
0
％

超
2
.
5
％

以
下

2
.
5
％

超
3
.
0
％

以
下

3
.
0
％

超
3
.
5
％

以
下



⑤
引

当
金

の
明

細
（
単

位
：
　

千
円

　
）

目
的

使
用

そ
の

他

徴
収

不
能

引
当

金
1
3
0

6
7

1
9
7

退
職

手
当

引
当

金
6
7
8
,7

6
3

8
,8

6
5

6
8
7
,6

2
8

賞
与

等
引

当
金

3
8
,6

9
9

4
7
,4

2
5

3
8
,6

9
9

4
7
,4

2
5

合
計

7
1
7
,5

9
2

5
6
,3

5
7

3
8
,6

9
9

0
7
3
5
,2

5
0

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高



２
．

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

（１
）補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：
　

千
円

　
）

名
称

相
手

先
金

額
支

出
目

的

小
渋

川
幹

線
水

路
補

修
事

業
負

担
金

南
信

州
地

域
振

興
局

長
9
,3

0
0

県
営

か
ん

が
い

排
水

事
業

費
負

担
金

　
（
小

渋
川

２
期

地
区

）

県
営

中
山

間
地

域
総

合
整

備
事

業
負

担
金

南
信

州
地

域
振

興
局

長
2
2
,5

0
0

県
営

中
山

間
整

備
事

業
(農

地
耕

作
条

件
改

善
事

業
)負

担
金

集
会

施
設

建
設

事
業

補
助

金
自

治
会

1
9
,3

7
4

自
治

会
が

実
施

す
る

集
会

所
整

備
事

業
に

係
る

補
助

金

計
5
1
,1

7
4

定
住

促
進

住
宅

助
成

金
個

人
3
5
,9

4
8

定
住

対
策

を
目

的
と

し
た

住
宅

等
建

設
補

助
金

飯
田

環
境

セ
ン

タ
ー

分
担

金
南

信
州

広
域

連
合

2
6
,9

0
9

飯
田

環
境

セ
ン

タ
ー

・
竜

水
園

負
担

金

飯
田

広
域

消
防

負
担

金
南

信
州

広
域

連
合

1
0
5
,1

4
7

飯
田

広
域

消
防

負
担

金

社
会

福
祉

協
議

会
負

担
金

豊
丘

村
社

会
福

祉
協

議
会

3
8
,8

0
2

社
会

福
祉

協
議

会
負

担
金

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
医

療
費

負
担

金
長

野
県

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
長

7
1
,0

3
5

後
期

高
齢

者
医

療
負

担
金

多
面

的
機

能
支

払
交

付
金

豊
丘

村
農

地
・
農

村
保

全
対

策
広

域
協

定
運

営
委

員
会

2
4
,0

7
6

多
面

的
機

能
直

接
支

払
交

付
金

そ
の

他
3
3
7
,1

8
4

計
6
3
9
,1

0
1

6
9
0
,2

7
5

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

(所
有

外
資

産
分

)

区
分

そ
の

他
の

補
助

金
等

合
計



（
１

）
財

源
の

明
細

（
単

位
：
　

千
円

　
）

会
計

区
分

財
源

の
内

容
金

額

地
方

税
6
6
2
,8

3
8

地
方

譲
与

税
6
3
,4

9
0

税
関

連
交

付
金

1
2
6
,7

8
8

地
方

特
例

交
付

金
2
1
,3

4
6

地
方

交
付

税
1
,8

1
1
,9

1
0

交
通

安
全

特
別

交
付

金
7
4
3

分
担

金
及

び
負

担
金

3
4
,2

5
5

寄
附

金
6
2
4
,8

8
7

3
,3

4
6
,2

5
7

国
庫

支
出

金
1
4
2
,1

7
8

都
道

府
県

等
支

出
金

6
0
,7

7
1

計
2
0
2
,9

4
9

国
庫

支
出

金
2
2
4
,6

3
1

都
道

府
県

等
支

出
金

2
0
6
,7

4
3

計
4
3
1
,3

7
4

6
3
4
,3

2
3

3
,9

8
0
,5

8
0

３
．

純
資

産
変

動
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

一
般

会
計

税
収

等

小
計

国
県

等
補

助
金

資
本

的
補

助
金

経
常

的
補

助
金

小
計

合
計



国
県

等
補

助
金

地
方

債
税

収
等

そ
の

他

純
行

政
コ

ス
ト

4
,1

7
2
,2

9
8

4
3
1
,3

7
4

1
0
2
,0

6
4

2
,7

9
0
,8

3
0

8
4
8
,0

3
0

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

6
4
2
,4

0
9

2
0
2
,9

4
9

2
0
6
,6

0
0

1
8
5
,4

3
2

4
7
,4

2
8

貸
付

金
・
基

金
等

の
増

加
2
6
,6

7
7

-
-

1
8
,0

5
7

8
,6

2
0

そ
の

他
-

-
-

-
-

合
計

4
,8

4
1
,3

8
4

6
3
4
,3

2
3

3
0
8
,6

6
4

2
,9

9
4
,3

1
9

9
0
4
,0

7
8

（
２

）
財

源
情

報
の

明
細

（
単

位
：
　

千
円

　
）

区
分

金
額

内
訳



（
１

）
資

金
の

明
細

（
単

位
：
　

千
円

　
）

種
類

本
年

度
末

残
高

要
求

払
預

金
6
1
8
,6

2
7

短
期

投
資

3
0
0
,0

0
0

合
計

9
1
8
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注記 
 
１ 重要な会計方針 
 
（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 
  ①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 
   ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
  ア 昭和 59 年度以前に取得したもの・・・・・再調達原価 
   ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格１円としています。 
  イ 昭和 60 年度以降に取得したもの 
   取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価 
   取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・再調達原価 
    ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格１円としています。 
  ②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 
   ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
   取得価格が判明しているもの・・・・・・・・取得原価 
   取得価格が不明なもの・・・・・・・・・・・再調達原価 
 
（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 
  ①満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法） 
  ②満期保有目的以外の有価証券 
  ア 市場価値のあるもの・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 
                        （売却原価は移動平均法により算定） 
  イ 市場価値のないもの・・・・・・・・・・・取得原価（又は償却原価法（定額法）） 
  ③出資金 
  ア 市場価値のあるもの・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 
                        （売却原価は移動平均法により算定） 
  イ 市場価値のないもの・・・・・・・・・・・出資金額 
 
（３）有形固定資産等の減価償却の方法 
  ①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 
   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
   建物   8 年～50 年 
   工作物  2 年～15 年 
   物品   2 年～15 年 
  ②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 
   （ソフトウェアについては、当村における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 
  ③リース資産 
  ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
    ・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 
  イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
    ・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 
 
（４）引当金の計上基準及び算定方法 
  ①投資損失引当金 
   市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下した場

合における実質価額と取得価額との差額を掲示用しています。 
  ②徴収不能引当金 
   未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。 
   長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。 
  ③退職手当引当金 
   期末自己都合要支給額を計上しています。 
  ④賞与等引当金 
   翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会

計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
 
（５）リース取引の処理方法 
  ①ファイナンス・リース取引 
   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース総額が 300 万円以下のフ

ァイナンス・リース取引を除きます。） 
   通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 



   イ ア以外のファイナンス・リース取引 
   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
  ②オペレーティング・リース取引 
   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
 
（６）資金収支計算書における資金の範囲 
   現金及び現金同等物 
   なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 
 
（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 
  ①物品及びソフトウェアの計上基準 
   物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産として計上しています。 
   ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。   
  ②資本的支出と修繕費の区分基準 
   資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60 万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額のおおむね 10%

未満相当額であるときに修繕費として処理しています。 
 
２ 重要な会計方針の変更等 
 
  該当はありません。 
 
３ 重要な事後事象 
 
  該当はありません。 
 
４ 偶発債務 
 
  該当はありません。 
 
５ 追加情報 
 
（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 
  ①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 
   一般会計 
  ②地方自治法第 235 条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払

い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 
  ③千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
  ④地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は次のとおりです 
   実質赤字比率    ― 
   連結実質赤字比率  ― 
   実質公債費比率   8.4% 
   将来負担比率    ― 
  ⑤繰越事業に係る将来の支出予定額  633,316 千円 
 
（２）貸借対照表に係る事項 
  ①売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 
  ア 範囲 
   現に公用もしくは公共用に供されていない公有財産（一時的に賃貸している場合を含む） 
   売却が既に決定している、または、近い将来売却が予定されていると判断される資産 
  イ 内訳 
   土地  0 千円 
  ②地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる

金額   3,421,067 千円 
  ③地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 
   標準財政規模                     2,572,300 千円 
   元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  394,247 千円 
   将来負担額                      5,696,444 千円 
   充当可能基金額                    2,276,288 千円 
   特定財源見込額                    6,446 千円 
   地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額     3,421,067 千円 
 



（３）純資産変動計算書に係る事項 
   純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 
  ①固定資産等形成分 
   固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 
  ②余剰分（不足分） 
   純資産合計のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 
 
（４）資金収支計算書に係る事項 
  ①基礎的財政収支  977,510 千円 （村債を除く歳入 5,041,002 千円－公債費を除く歳出 4,063,492 千円） 
  ②既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 
歳入歳出決算書 5,349,666 千円 5,349,666 千円 
資金収支計算書 4,431,040 千円 4,431,040 千円 

  ③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額の内訳 
   資金収支計算書  

 業務活動収支 496,947 千円

 投資活動収入の国県等補助金収入 202,949 千円

 未収債権、未払債務等の増加（減少） 34,862 千円

 減価償却費  －585,392 千円

 賞与等引当金繰入額 －47,425 千円

退職手当引当金繰入額  －8,865 千円

 徴収不能引当金繰入額 －67 千円

 資産除売却益（損） －11,727 千円

   純資産変動計算書の本年度差額        －191,718 千円 
  ④一時借入金 
   資金収支計算上、一時借入金の増減額は含まれていません。 
   なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 
    一時借入金の限度額   200,000 千円 
    一時借入金に係る利子額    0 千円 
  ⑤重要な非資金取引 
   重要な非資金取引は該当ありません。 
 


